
資源循環政策に関する最近の動向
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リサイクル推進課



１．資源循環政策（３Ｒ政策）の推進

２．欧州等の動向

３．再資源化産業の海外展開⽀援
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資源循環政策（３Ｒ政策）について

資料：※１：25年度末時点（環境省資料） ※２：2４年度末時点（環境省資料） ※３：23年時点（⽶国地質調査所資料）
※４：25年末時点（資源エネルギー庁「エネルギー⽩書２０１５」）

３Ｒには、リデュース（Reduce）, リユース（Reuse）, リサイクル（Recycle）の順
で、優先順位がある。

３R政策とは、環境制約と資源制約の克服に向けて、⼤量⽣産・⼤量消費・⼤量廃棄
型の経済社会から、環境と経済を統合した持続可能な発展を指向する「循環型社
会」を⽬指す取組。

【環境制約】
・処分場制約
⼀般廃棄物：１９．３年※１

産業廃棄物：１３．９年※２

・環境汚染
・地球温暖化

【資源制約】
・⾦属
（例）銅：約４３年※３

希少⾦属：？
・化⽯燃料
（例）⽯油：５３．３年※４
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資源有効利用促進法（H13 全面改正）
パソコンを含む10
業種69製品を指定

製造業者による自主回収・リサイクルシステムの構築等を規定

３Ｒ全般にわた
る計画的取組

の促進

○基本的枠組みとしての循環型社会形成推進基本法や、３Ｒ全般の取組を促進する資源有効利用促進法を整備。
○廃棄後の処理が問題化している個別物品については、個別リサイクル法を整備。

循環型社会形成推進基本法（H13 施行 H24 改正）

循環型社会形成推進基本計画
（H25.5 改定）

基本的
枠組み法

①発生抑制（リデュース）
②再使用（リユース）
③再生利用（リサイクル）
④熱回収（サーマルリカバリ）
⑤適正処分

基本原則

廃棄物の
適正処理

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（S46 施行 H24.改正）

家庭ごみに関する市町村の処理責任、廃棄物処理業者に対する業の許可、廃棄物処理基準の設定 等

容器包装

リサイクル法
（H12 施行 H18 改正）

家電

リサイクル法
（H13 施行 H21改正）

自動車

リサイクル法
（H15施行）

食品

リサイクル法
（H13 施行 H19 改正）

建設

リサイクル法
（H14 施行）

ビン、ペットボトル、
紙製・プラスチック製

容器包装等

エアコン、冷蔵庫・
冷凍庫、テレビ、洗

濯機・乾燥機

食品残さ自動車 木材、コンクリート、
アスファルト

製造・流通事業者
の費用負担

排出者（消費者）
の費用負担

排出者（事業者）
の費用負担

問題化してい
る個別物品に
対する法制度

家庭ゴミの６割を占め
る容器包装対策 大型廃棄物・ゴミ対策 その他大型・大量廃棄物対策

認定事業者に対
する廃掃法の特

例措置

小型家電に含まれる
有用金属の有効利用

小型家電

小型家電
リサイクル法

（H25 施行）

3

関係法体系
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第3次循環基本計画（平成25年5⽉）のポイント

資料：環境省
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第3次循環計画の指標値の推移と⽬標

資料：環境省
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個別リサイクル法の近年の動き

法 近年の動き

小型家電リサイクル法 平成２５年４月の法施行により、リサイクル制度がスタート。施行後の
状況について調査・確認中。

容器包装リサイクル法 法施行後５年の見直しのため、平成２５年９月から施行後の状況等
を踏まえた検討を開始。各種論点について審議中。

家電リサイクル法 平成２６年１０月に制度施行状況の評価・検討に関する報告書とりま
とめ。社会全体で回収を推進していくための回収率目標の設定等に
取り組むこととされた。

自動車リサイクル法 平成２７年８月に制度施行状況の評価・検討に関する報告書とりまと
め。環境配慮設計の推進等に取り組むこととされた。

建設リサイクル法 平成２６年９月に建設リサイクル推進計画２０１４を策定。建設副産物
の再資源化率等に関する平成３０年度目標値の設定等が行われた。

食品リサイクル法 平成２７年７月に新たな基本方針を策定。食品循環資源の再生利用
手法の優先順位の明確化等が行われた。



○ 我が国の廃棄物処理・リサイクル企業は、中小規模が主体。大手であっ
ても年間売上げは数百億円規模。
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（出典）各社ＨＰ上の情報等を元に作成

廃棄物・リサイクル産業（日欧米比較）



○再生材規格化と流通促進
• 再生材の品質規格
• 第３者機関による認証
• 再生取引環境整備 等

消費・排出

流通・販売

リサイクル

再生材の流通

製造・設計

回収

国内リサイクル環境整備

○再生材の表示規格等

• 再生プラ利用製品に再
生プラ利用の表示規格
（マーク）

○製品ライフサイクル全体での最適化・効率化
• 資源有効利用促進法（判断基準省令）等

○使用済製品の回収量拡大
•静脈産業のビジネスモデル（廃棄物処理法等）
•各リサイクル法 等
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資源循環の国際標準化への対応

アジア展開による資源還流

○我が国製造事業者等のグローバルなリサイ
クル規格等への対応

• 欧州域内で販売される製品に再生材利用
率等を求める動向（ＣＥＮＥＲＥＣやＩ
ＥＣ、ＥｒＰ指令等のリサイクルに関す
る規格化動向調査等）

○アジア等へのリサイクル企業の展開を通じ

た、我が国への資源還流強化の必要性の検
討

• 資源還流という視点から海外展開を捉え
る

• 各種ツールの活用方策

国際市場への適応

○技術開発及び実証、回収システムの構築
• 省エネ型リサイクルプロセス実証（26年度）
• マテリアルリサイクル以外のリサイクル技術 等

資源の有効利用

今後の３Ｒ政策の方向性に関する考え方
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• RE政策は、「欧州2020」（戦略）の主要政策の⼀部として位置づけられてい
る。

＜欧州2020 ３テーマに基づく７つのフラグシップイニシアチブ＞
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① スマートな成長 ② 持続可能な成長 ③ 包括的成長

イノベーション

イノベーションの統合

気候、エネルギー及び
モビリティ

資源効率性（ＲＥ）

雇用と職能

新しい技能と職

教 育

若者の成長 競争力強化

グローバル化時代の

産業政策

貧困問題の克服

貧困と闘う欧州

プラットホーム
デジタル社会

欧州デジタルアジェンダ

EUにおけるRE政策の推進



資源効率性の高いEU社会の実現

製造業のサービス化

カーシェアリング、洗濯機の使用時間による
支払システム、資源消費の多い産業に対す
る税配分強化 等

二次資源の有効利用

二次資源優先利用のための市場メカニズ
ムの改正、リサイクルに基づくCO2クレジッ

トの発行、リサイクル材に関する国際標準
の設定 等

資源のフットプリントの確立

リサイクル施設に投入される二次原料のモニ
タリング、マクロ的マテリアルフローの把握、
国際的な移動に対するトレーサビリティの確
立 等

廃棄物の終わりの明確化

廃棄物が製品に変わる時点の明確化、処
分前選別処理の強制化、廃棄物処理の品
質管理レベルの向上 等

資源産業の再構築

一次資源が支配的な資源産業を二次資源
優先の資源産業に再構築 等

革新的な資源生産性の向上 資源消費と経済成長の切り離し

廃棄物政策を包括的資源政策に統合

廃棄物への規制緩和、廃棄物処理分野へ
のハイテク導入 等

拡大生産者責任の強化

リサイクルしやすい製品の設計・生産、製品
の材料に関する情報開示、二次原料を優先
利用する製品製造 等

持続可能な消費傾性の促進

一次資源利用量表示、二次資源含有量、製
造に係るCO2排出量表示、グリーン購入・調
達ニーズへの対応 等
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資源効率指標の設定と報告

非財務指標としての資源効率指標を設定し、
加盟国および企業に報告を義務化。資源効
率に関わる進捗度をモニタリングする。

ＥＵのＲＥ政策における政策要素と目的
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欧州のＲＥ政策の日本への影響

（出典） 平成２６年度製造基盤技術実態等調査（動静脈産業一体型の産業構造の構築に関する非鉄金属資源を対象とした調査）報告書
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欧州等の状況 １

欧州におけるＲＥ政策

○改正廃棄物枠組指令（2008.10）

・家庭系廃棄物および紙、ガラス、金属、プラスチックの50％以上をリサイクルまたは再
使用するよう義務付け

・無害の建設・解体廃棄物について、70％の最終リサイクル目標を適用

→加盟国は、目標値を達成するための措置をとる必要あり。

○循環経済パッケージ（2014.7→再検討中）

・自治体系廃棄物のリサイクル率を70％にする等の目標を設定

→2014年10月、環境相理事会において、歓迎されたものの、提案が野心的過ぎること
に懸念等が示され見直し中。2015年内に発表予定。新提案の内容は明らかになって

いないが、エコデザイン設計への資源効率性の組込など、より動脈側にシフトした提
案になるとの情報。
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欧州等の状況 ２

Ｇ７での議論
○G7サミット首脳宣言（2015.6）

・「持続可能な資源管理と循環型社会を促進するためのより広範な戦略の一部として、
資源効率性を向上させるための野心的な行動をとる」との宣言

・自発的に知識を共有し情報ネットワークを創出するためのフォーラムとして、資源効率
性のためのG7アライアンスの設立の合意

○G7アライアンスワークショップ（2015.10）

・サミットでの設立合意を受け、ベルリンにてキックオフワークショップを開催

・以下の重要性について認識が一致

－ Ｇ７間でのベストプラクティスの共有

－ 民間企業の参加

－ Ｇ２０等新興国の巻き込み

・今後、産業共生（英）、バイオマス（独）、自動車サプライチェーン（米）など各種テーマ
でＷＳ開催。伊勢志摩サミットプロセスでもフォローアップ予定
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日本
循環型社会形成の実績

・リサイクル産業の集積
・リサイクル法制度構築

アジア各国

各国単位で循環型経
済社会を構築

処理困難な資源の日
本での受入

再生資源の国際的な有
効利用

汚染性が管理された適正な
アジア域内資源循環システ

ムの構築

＜第１ステップ＞

• 資源循環の現状把握、課題の共有

• 各国における３Ｒ制度の構築支援

（法整備、再生資源の利用促進のための規格化等）

• ビジネスベースでの３Ｒ技術・ノウハウの普及、必
要な施設の整備。

＜第２ステップ＞

• 高度処理が必要な資源（廃基板等）を日本のリ
サイクルインフラで受入。

• 国内で利用価値の低い資源の国際的な有効利
用。

⽬指すべき国際資源循環とその構築⼿法

東アジア全体が持続可能な経済発展を遂げるためには、資源の有効利⽤と廃棄物の
適正処理を同時に達成することが必要。
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中国 インド ASEAN 米国 EU 日本

2010年

2015年

2020年

＜我が国企業の強みと課題＞

資源循環制度の充実を背景とした関連産業、技術、ノウハウの蓄積。高度なリサイクル技術とオペ
レーション能力を有し、純度の高い素材（鉄、非鉄、プラスチック等）の抽出が可能。

国内で蓄積した技術とノウハウを如何に海外で展開するかが最大の課題。

リサイクル分野の市場規模予測

出所：各種資料より経済産業省作成

（兆円） 世界合計： 20兆円（2010年） ⇒ 40兆円（2020年）

アジア諸国におい
て需要拡⼤が⾒
込まれる
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どこへ展開するのか
＜拡⼤するアジア市場の取り込み＞
– 世界のリサイクル市場は20兆円/年(2010年)→40兆円/年(2020年)へ拡⼤。
– 市場規模の推移を踏まえると、アジア諸国において需要拡⼤が⾒込まれる。
– 国内市場が縮⼩していく中で、アジア諸国の経済成⻑を取り込んでいくことは、今後の我が国
の経済成⻑の⼤きな課題。



【中国・⼤連市】
●⻑興島複合リサイクル事業
伊藤忠商事、鈴⽊商会

【中国・⼤連市】
●セメントキルンによる廃棄物リサイクル
事業
太平洋セメント

【中国・杭州市】
○家電リサイクル事業
パナソニック、ＤＯＷＡエコシステム、
住友商事

【中国・天津市】
○家電リサイクル事業
ＤＯＷＡエコシステム、住友商事

【中国・成都市】
●⾃動⾞リサイクル事業
豊⽥通商

【インド・マハラーシュトラ州】
◎廃電気電⼦機器リサイクル事業
⽇本磁⼒選鉱

【タイ】
●電炉ダスト⾦属リサイクル事業
三井⾦属鉱業

【タイ】
●廃電気電⼦機器リサイクル事業
三井物産

【インドネシア・マレーシア・タイ】
●⾮鉄⾦属リサイクル事業
三菱マテリアル

【中国・江⻄省】
○家電リサイクル事業
ＤＯＷＡエコシステム

【中国・北京市】
●⾃動⾞リサイクル事業
豊⽥通商

【タイ】
●⾃動⾞廃触媒リサイクル事業
豊⽥通商

【中国・天津市】
●廃プラスチックリサイクル事業
リーテム

【中国・天津市】
●⾃動⾞リサイクル事業
九州メタル産業

【ベトナム】
●廃電気電⼦機器リサイクル事業
⽇本磁⼒選鉱

海外展開⽀援の状況 （2015.9）
【場 所】
記号 （事業内容）
（事業者名）

（記号の判例）
◎ ⽀援中
● ⽀援済
○ 企業独⾃展開

（⽀援事業の横展開）

【フィリピン】
●廃電気電⼦機器リサイクル事業
⽇本磁⼒選鉱

【中国・北京市等】
●⾃動⾞リビルト事業
豊⽥通商

【中国・⼤連市】
◎電炉ダストリサイクル事業
東邦亜鉛

【インド・南部】
◎アルミスクラップリサイクル事業
⼤紀アルミニウム⼯業所

【マレーシア】
●廃電気電⼦機器リサイクル事業
サステイナブルシステムデザイン研究所

【インドネシア】
◎油性廃棄物リサイクル事業
東亜オイル興業所

【インドネシア】
●スクラップ・廃触媒リサイクル事業
ＪＦＥ環境

【マレーシア・タイ・シンガポール】
●めっき廃液・スクラップリサイクル事業
⼤⾕化学⼯業

【ベトナム】
●アルミスクラップリサイクル事業
⼤紀アルミニウム⼯業所

【中国・上海市】
●家電リサイクル事業
三井物産

【中国・⼤連市】
●廃タイヤリサイクル事業
加藤商事

【中国・⼤連市】
●古紙リサイクル事業
松本光春商店

【中国・⼤連市】
●⾃動⾞等リサイクル事業
豊⽥通商

【中国・蘇州市】
●家電リサイクル事業
ＤＯＷＡエコシステム

【ベトナム】
●廃電気電⼦機器リサイクル事業
三井⾦属鉱業



今年度実施中のリサイクルビジネス実施可能性調査 １
【中国：電炉ダストリサイクル事業実施可能性調査】

リサイクル事業概略
1.背景・⽬的
中国では、電炉鋼⽣産の拡⼤に伴いダストの発⽣量が急増しているが、その適正処理が進んでいない。そこ
で中国において電炉ダストからの亜鉛リサイクル事業を展開することで、適正処理による環境保全に貢献す
るとともに、資源化した粗ZnOの⼀部を⽇本へ還元する事業を構築する。

2.ビジネスモデル
⽇本国内で培ってきた技術・ノウハウを活⽤し、現地パートナーと連携し、電炉ダストを広域回収する。リ
サイクルにより95%以上の亜鉛を回収し、粗ZnOとして再資源化を⾏い、現地の亜鉛製錬メーカーに販売す
るほか、⼀部を⽇本へ輸出する。

調査体制
4.実施者
東邦亜鉛（株）

5.対象国・地域
中国・⼤連市周辺

6.対象物
電炉ダスト

7.調査期間
平成２７年７⽉から平成２８年２
⽉３.事業イメージ

大手製
鋼メー
カー

中小電
炉メー
カー



今年度実施中のリサイクルビジネス実施可能性調査 ２
【インド：インド南部におけるアルミニウムリサイクル事業実施可能性調査】

リサイクル事業概略
1.背景・⽬的
経済発展が著しいインドでは産業廃棄物問題が叫ばれて久しく、アルミニウムスクラップの適正処
理や再資源化が進んでいない事から、リサイクル事業を通して、インドの環境保全に貢献するととも
に、適切な資源循環を⽬指す。
2.ビジネスモデル
⽇本国内で培ってきたアルミニウム⼆次合⾦地⾦製造に関する技術・ノウハウを活⽤し、インド国
内や周辺国の鋳造メーカー並びにアッセンブリーメーカー、及び市中から発⽣するアルミニウムスクラッ
プを集荷する。スクラップを原料としてアルミニウム⼆次合⾦地⾦を製造し、現地で販売するほか、
⽇本を含むASEAN域へ輸出販売する。

調査体制
4. 実施者
（株）⼤紀アルミニウム⼯業所

5. 対象国・地域
インド共和国南部
チェンナイ・バンガロール等

6. 対象物
アルミニウム地⾦及びスクラップ

７. 調査期間
平成２７年８⽉から平成２８年
２⽉３.事業イメージ

回
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アルミニウムリサイクル（２次合金製造フロー）

鋳造
メーカー

アッセンブリー
メーカー 市中

スクラップ スクラップ スクラップ

収集業者
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概算要求中の新規事業


